
【目的】
医療的ケアを看護師のみが実施しているD校に対して、医
療的ケアの支援として1年間の学校支援プログラムの介入
を行い、看護師、教諭、養護教諭の医療的ケアに関する認
識の変化を明らかにした。
【方法】
研究対象者はD校の看護師6名、教諭16名、養護教諭1名。
調査方法は無記名自記式質問紙調査。プログラムの介入前
後にデータ収集を行った。質問内容は、学校での役割と困
難感、医療的ケアに関する情報獲得、各職種との連携等で
ある。介入方法はアクションリサーチの手法を参考に、医療
的ケアの実施・支援体制に関するアクションプランの作成と
評価のために会議を行い、学校関係者が選択したアクショ
ンプランを実施した。分析方法は記述統計およびWilcoxon
の符号付順位検定を行い、自由記載は質的に分析した。研
究代表者の所属機関研究倫理委員会の承認を得た。
【結果】
介入後に、D校の医療的ケアの状況がやや改善したと評価
した者は、看護師67％、教諭38％であった。自身の利益が
あったのは看護師67％、教諭44％、養護教諭100％で、「病
状悪化した児への対応基準が明確になった」「職員間で共
有できた」であった。看護師の変化：「看護師の人員不足」
「緊急時の判断の役割分担」「指示書のある児への緊急
時対応への困難感」が低くなった。また、「学校と病院の違
いが知れた」「他の看護師と共有できた」「看護師への管
理職のサポートが得られるようになった」と認識していた。
教諭の変化：「ケア実施に際し保護者や看護師とのコミュ
ニケーションに困る」「児の体調の判断に困る」「児の重症
度が高くなり不安である」ことが有意に低くなった。また、
看護師の役割として「教諭が判断したケア実施のタイミング
の確認」を十分に果たしていることが有意に高くなった。
養護教諭の変化：看護師の役割が明確になったが、看護師
との役割分担の困難さや教諭と看護師の役割調整、緊急
時の判断についての役割分担の困難さが増していた。
【考察】
看護師のみが医療的ケアを実施していることで、看護師が
学校における自身の役割を明確に認識し、管理者の支援
を得ながら教諭に工夫して働きかけたことにより、教諭の
困難さが軽減したのではないかと考える。本プログラムを
実施したことで、各職種の考えや役割を理解し共通認識で
きたと考える。　科研費補助事業（基盤C：20K10942）
の助成を受けて実施した。
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【はじめに】
重症心身障害児（重症児）の特別支援教育の自立活動に
おける学校教諭の困りごとは，障害特性の把握の困難さ
や発達状態の考慮など，さまざまな様相を呈している．学
校教諭の困りごとを解決するため，理学療法士や作業療
法士，言語聴覚士（リハビリテーション専門職）による学校
コンサルテーションの必要性が指摘されている．本研究の
目的は，リハビリテーション専門職による学校コンサルテー
ションの充実に向けた示唆を得るために，重症児の自立活
動に対する学校教諭の困りごとの特徴を明らかにすること
とした．
【方法】
全国の347の肢体不自由や病弱の特別支援学校（各校の
代表者1名）を対象に，重症児の自立活動に対する学校教
諭の困りごとについて，無記名による自由回答記述の質問
紙調査を行った．テキストマイニングの分析方法を用いた．
【結果】
回答は81校（回収率：23.3％）で，回答者の学校教諭歴は
平均20.3年（標準偏差±9.4）であった．共起ネットワーク
分析の結果，学校教諭の困りごととして，「授業展開の制
約がある状況下における身体の状態や表出に応じた指導
内容」，「主体的な学習を促すための多くの要因から構成
される方略」，「リハビリテーション専門職との有用的な連
携」，「運動発達や運動障害の評価に基づく支援」，「『身
体の動き』に対する理解不足やできることの少なさ」，「実
態把握や評価の方法と目標や課題の設定」，「特別支援
教育の専門性」，「学校生活につながる医療職との連携」
の8個のサブカテゴリーを命名した．また，8個のサブカテ
ゴリーから，①「障害特性や発達状態に適した指導方略」，
②「指導方略の実践適応」，③「医療職の専門的な視点の
導入」の3個のカテゴリーを命名した．
【考察】
リハビリテーション専門職による学校コンサルテーション
の視点として，①学校教諭一人ひとりの重症児の障害特性
や発達状態に対する理解度に応じて，実態把握や目標設
定を補完すること，②重症児の心身機能・身体構造に適合
した机などの物理的な環境調整や，教材・教具の選択や
活用方法の提案，介助方法の提案，③リハビリテーション
専門職の専門的な視点に基づく助言や指導に関する内容
を，自立活動に適応する内容に変換して提供することが必
要であると考えられた．

P-092

一般演題（ポスター）9 医療・保健・福祉
座長 ： 平林　真介　北海道大学病院　小児科

AYA世代にある重度重複障害者の
生涯学習ニーズに関する一考察
合田　友美1、阪上　由美2、平賀健太郎3、早野　眞美3、
副島　賢和4、西田　千夏5、岡崎　　伸6

1千里金蘭大学
2大阪信愛学院大学
3大阪教育大学
4昭和大学
5藍野大学
6大阪市立総合医療センター

【目的】
AYA世代の重度重複障害者は、学業を終え生活スタイル
が変化することで孤立したりQOLが低下したりしやすい。
そのため、重度重複害者が安心して地域で豊かに生活で
きるよう、ライフステージに応じた保健医療、福祉、教育等
の支援が求められる。そこで、筆者らは、AYA世代の重度
重複障害者が大学という場に通い、アートやサイエンス、
テクノロジーやアクティビティについて、4日間にわたり健常
な大学生と共に学ぶオープンカレッジを開催した。生涯学
習に関するニーズを明らかにし、オープンカレッジの果た
す役割について考察したので報告する。
【方法】
2023年2月、オープンカレッジを修了した重度重複障害者
10名の養育者を対象に、郵送法による無記名自記式質問
紙調査を実施した。調査内容は、属性、オープンカレッジ
の感想、生涯学習継続の意向、生涯学習に取り組む理由
で、記述統計量を算出した。倫理的配慮として、研究目的、
方法、個人情報の保護、参加は自由意志で拒否による不
利益はないことを文書で説明し、書面で同意を得た。
【結果】
父親2名、母親4名の計6名より回答を得た。修了生の年齢は
19歳～27歳、全員が障害者手帳1級を取得し移動支援が必
要で、吸引や経管栄養、排泄管理などの医療的ケアがあっ
た。オープンカレッジの感想は、全員が「日常生活をより充実
させることができた」「他者とのふれあいや仲間づくりの機
会となった」「自身の心身の状態に合った活動ができた」と
回答し、8割以上が「自分のやりたいことができた」「社会参
加の機会になった」「家族からみて必要な学習であった」
「人生を豊かにすることができた」「健康維持・増進につな
がった」と答えた。さらに、全員が「今後も生涯学習に取り組
む予定」と回答し、内訳は「障害福祉サービスの事業所、入
所施設での日中活動」が4名（66.7％）と最も多く、取り組む
理由は「他の人と交流したり、友人を得たりするため」6名
（100.0％）、「様 な々経験を通して、成長するため」5名（83.3
％）、「人生を豊かにするため」4名（66.7％）等があった。
【考察】
AYA世代にある重度重複障害者は、他者（友人）との交
流や自己成長、豊かな人生を求め生涯学習への継続参加
を希望しており、オープンカレッジでの同世代交流や学習
はこれらを充足させる取り組みの一つとなり得る可能性が
示唆された。
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【背景】
特別支援学校を卒業する重症心身障害児（以下、重症児）
とその保護者は、卒業後の環境へ移行する際、様々な困難
に直面するため適切な進路指導が重要である。特別支援学
校における進路指導は、各学校が作成する手引きに基づい
て実施されているが、その記載事項は一般的であり、個別性
に富む重症児やその保護者に応じた進路指導の実践は明
らかになっていない。
【目的】
特別支援学校における重症児とその保護者に対する進路
指導の実践を明らかにすること。
【研究方法】
2023年3月、関西の特別支援学校１校の高等部1クラスおい
て、重症児と教員を対象に3日間にわたる参与観察を実施し
た。参与観察では進路指導の場面を観察し、必要に応じて
教員へインタビューを実施した。データの分析後、教頭と進
路指導部の部長へ進路指導に関する報告書を提示し、結
果・分析の妥当性を確認した。調査は所属大学の倫理審査
委員会の承認を得て実施した。
【結果】
進路指導として、教員は【連絡帳による生徒の卒業に向けた
状況把握】や、【学期末の情報共有会による生徒の進路準
備の進捗の把握】を行っていた。重症児が高等部3年生にな
ると教員は【進路先の実習への同行と、生徒と施設の相性
の評価】を行い、重症児と進路先をつなぐ役割を果たしてい
た。教員は二次障害予防の重要性を認識し、普段の教育の
中に個別性に合わせたリハビリテーションを導入していた。
その内容をまとめた【自立活動ファイルによるリハビリテーシ
ョン内容の引継ぎ】を行うことで、卒業後も重症児が健康を
維持できるよう取り組んでいた。また、卒業後に重症児が利
用可能な施設が限られているため、【公平性を担保した進
路先の情報提供】を行っており、重症児や保護者の置かれ
ている状況に配慮しながら、進路指導に取り組んでいた。
【考察】
先行研究では進路指導の実践報告の不足が指摘されてい
るが、本研究によって具体的な進路指導の実践を明示でき
た。個別性を反映した進路指導により、重症児とその保護
者の学校卒業後の生活の安定につながると考えられた。一
方で、医療関係者が進路指導に関与していないことが明ら
かになった。重症児にとって学校卒業時期は成人移行期と
いう重要な時期である。卒業後の生活を整えるためにも、学
校看護師や生活介護施設の看護師等の医療関係者が進路
指導に関与することで、包括的な支援体制の構築につなが
ると考えられた。
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